














報告書３ 

視察研修先・滋賀県東近江市

視察研修項目・「儲かる農業をプロデュ-スする地域商社」事業について

報告者・小橋 薫

 滋賀県農業の現状として「野菜生産量が少ない」「兼業率が高い」「水稲中心」「畑の

耕地面積が少ない」「集落農家が多い」等である。以上のことからこの事業が推進され

た背景として、「地域商社設立」が市長の素朴な質問・主張からスタ-トした。

1 点目として～「なんで、市内のス-パ-に群馬のキャベツや長野のレタスばかりが
ならんでるんだ!東近江の野菜はないのか?」
2 点目～農家が安定して「基本給」を得られる仕組みがなければ、就農する若者は出
てこない! 
以上のことから「農業の 30年問題」への答えを示すために立ち上がる必要性を認識。
地域商社の設立経緯については、H29年度 4JA等とプライマリ-Co.協議会を設立
先進地地域商社からの指導・社長候補者の選定・JA等関係機関との協議を経て、H30
年度に市に地域商社支援室を設置となっている。これまでの説明で最も関心の深い内

容としては JA 等が協力し協議会の設立までの経緯には多大なる努力を感じる。H30
度には最終的に㈱東近江あぐりステ-ションを設立している。(市・JAで 2,000万円
出資) 
この地域商社が担う流通の規模は中規模流通であり、安定価格で計画的に出荷できる

ため大産地以外の地域の若手生産者も農業の事業化が可能としてる。

また、基本理念・地域内自給率を向上させ、災害にも強い地域の構築・意欲があれば

誰でも農業で活躍できる場を提供となっている。

また、JAと行政との役割分担を明確に効率の良い運営体系を構築していると思う。
まだ、平成 30 年からの取り組みとあってこれからの成果が楽しみな事業を研修させ
てもらえたと思う。本市への取り組みの参考までにはすぐには至らないが、今後の課

題等を注視しながら先進地事例の視察報告とします。



研修視察先・岐阜県各務原市

研修項目・「P-PFI学びの森]賑わい拠点創立」
P-PFI手法による取り組みの視察であったが、事業実施前の段階であった。本市が
これから取り組む事業には大変参考となる内容と考えます。特に、注視すべきは、構

想内容が素晴らしいと感じている。地域や、参加団体による賑わいの創出に関しては

見習う価値は大と思う。現地視察において注目すべき点は、公園内に市内・市外から

の以前映画のロケ地と類似した場所があることです。一見、普通の銀杏並木であるが、

映画とシ-ンと同じような-ンが体験出来ることです。視察中も多くのファン等が撮

影をしています。このような「有名ロケ地」かある事により更に賑わいの創出が可能

と思います。ﾌﾟﾁ観光地です。本市も、P-PFI手法による公園整備には民間活力ﾌﾟﾗｽα
の官民一体型での取り組みに期待するものであります。



研修先・愛知県岡崎市

研修項目・「Oka-biz」

OKA・biz は静岡県富士市がモデルとなっている。そのモデルを自分の地域性や専
門性を生かし、さらに発展させ、進化した事業であると感じている。この事業の一番

の特色として、日本で初の、自治体主導の f-biz型中小企業相談センタ-であり、売り
上げアップを支える個別相談、トップランナ-によるセミナ-となっている。

体制的には、相談員 6名、企画運営スタッフ 3名である。内訳として、ITアドバイザ
-3名、デザインアドバイザ-2名、金融機関派遣 1名である。相談日は週 5日であ
り、月間 50 件、年間 600 件を実施している。この数字を見ても大きな成果が期待で
きると考えます。又、スタッフの平均年齢が 37,9歳と若く支援経験も充実している。
本市に置き換えて考えてみると、商工会議所との連携、市内、零細・小企業との課題

等の共通認識等の発掘を鑑みた上での検討が必要と感じます。道内では、釧路市も取

り組んでいる様なので近隣道内経済事情も調査・研究も今後の対象にすべきでしょ

う。いずれにしても、この事業には期待と成果が期待できます。
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視察研修先・滋賀県東近江市

視察研修項目・「儲かる農業をプロデュースする地域商社」の取り組みについて

報告者・早坂 貴敏

＊議員個々の考察と見解＊

■視察に至る背景

恵庭市では、米や小麦・大豆・甜菜をはじめ、大消費地の札幌近郊の地の利を活か

し、高収益が期待される様々な野菜が栽培されておりますが、基幹産業である農業が

今後も発展していくためには、販路拡大や人材確保など様々な課題があるのが現状で

す。

■視察の目的

滋賀県東近江市では、「儲かる農業」というテーマのもと、行政、ＪＡ、地元農家

が一体となってそれぞれの役割分担を明確にし、地域商社を設立して販路拡大を行う

ことで地域活性化に取り組んでいます。これらの先進的な取り組みを調査・研究する

ことにより、恵庭市の農業振興につなげる事を視察目的とします。

■主な内容

○東近江市の農業の概要

耕地面積は８,４３０ｈａで近畿最大の耕地面積を誇る。
水田率／９７％

ほ場整備済み／９０％

集落営農型法人／１１１法人

農地集積率／７６.２％
多面的機能支払は市域での広域化済

市内に４つのＪＡ（ＪＡグリーン近江、ＪＡ湖東、ＪＡ滋賀蒲生町、ＪＡ東能登川）

農業産出額／１０８.６億円（滋賀県内１位、近畿７位、全国２３９位）

耕種農業割合／９０.７億円（８３.５％）
耕種農業での農業産出額順位／滋賀県内１位、全国１６０位

畜産農業割合／１７.８億円(１６.４％) 

滋賀県及び東近江市の農業の特徴としては、野菜生産数量が少なく、兼業率が高い。

水稲中心で畑の耕地面積が少なく、集落営農数が多いという特徴がある。



○地域商社設立の経緯

 市内のスーパーに近隣の野菜ばかりが並び、地元産が少なかった事、就農者の確保

に関する問題や米の生産数量目標配分及び米の直接支払交付金の廃止など課題解決

に向けて仕組みづくりを検討。

 儲かる野菜への転換を図るべく平成２９年に４ＪＡとプライマリーＣｏ．協議会を

設立し、先進地の地域商社から指導を受けながらＪＡ等の関係機関と協議を進め、平

成３０年度に「株式会社東近江あぐりステーション」を設立。（市とＪＡで二千万出

資）

○地域商社の取り組み

近江あぐりステーションの基本理念として、農家は安定した所得を確保できる職業

としての農業を具現化するため、地域商社が計画的に買い取りを行うことで安定的か

つ所得確保に向けた農業の確立を目指している。

また、袋詰めや商品化、流通・販売は地域商社が担い、農家はあくまでも生産に集

中できる環境が整うと共に、地域に新鮮な地場農産物が供給されることで安定的な流

通経路が確保されている。

今後の取り組みとしては、地域内中規模流通の拡大と、業務加工用を含めた野菜産

地化。関係者と連携した保管・流通の効率化や学校給食の地場産野菜使用率の向上(現
在４５％)、プロ農家の育成や東近江地域大規模ほ場整備事業との連携を図るとしてい
る。

■所見

 滋賀県東近江市の農業振興策として地域商社の取り組みを視察してきました。地元

の野菜が市内のスーパーで見かけないという市長の疑問から始まったプロジェクト

は４つのＪＡなど関係機関をはじめ、地元農家との様々な調整やビジョンの構築など

地域活性化に向かう本気度が伺え、地域創生の取り組みとして非常に参考になりまし

た。

地域商社と生産者の役割を明確にしながら、販路の拡大や生産拡大など意欲のある

農家を育てる仕組みづくりと後継者、事業承継に結びつける仕組みなどまだ事業がス

タートして間もないこともあり、その成果のすべては伺えませんでしたが、重要なの

は同じビジョンをもって地域ぐるみで取り組むことだと思います。ぜひ今後の議論に

つなげていきたいと思います。
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視察研修先・岐阜県各務原市

視察研修項目・「学びの森 賑わい拠点創出事業」について

報告者・早坂 貴敏

＊議員個々の考察と見解＊

■視察に至る背景

 国の都市公園法改正に伴い、恵庭市では、現在民間活力を活かした都市公園の整備、

賑わいづくりを目指した施策の検討を進めています。

■視察の目的

岐阜県各務原市では、都市公園の新たな活用と賑わいづくりを目指してＰａｒｋ－

ＰＦＩ制度を用いて拠点整備を図っています。これらの先進的な取り組みを調査・研

究することにより、恵庭市の都市公園づくりにつなげる事を視察目的とします。

※Ｐａｒｋ－ＰＦＩとは

平成２９年の都市公園法改正により新たに設けられた、飲食店、売店等の公園利用

者の利便の向上に資する公募対象公園施設の設置と、当該施設から生ずる収益を活

用してその周辺の園路、広場等の一般の公園利用者が利用できる特定公園施設の整

備・改修等を一体的に行う者を、公募により選定する「公募設置管理制度」のこと。

■主な内容

○賑わい創出の考え方

旧岐阜大学の農場跡地であり、周辺に教育施設が立地することから「学びの森」と

して名づけられた都市公園。市の中心市街地にありながら、広大な緑地空間を有し、

多くの市民の憩いの場として利用されている。

近年では、学びの森を中心に開催している「マーケット日和」等のイベントや、公

園内にあるカフェ・ギャラリー「雲のテラス」を市民団体が有効的に活用することに

より、多様な公園の利活用が提案され、賑わい創出、交流人口の拡大に繋がっている。

○マーケットサウンディングの実施

 Ｐ－ＰＦＩ制度による事業者公募に向けてマーケットサウンディングを実施。結果

的に１４団体から施設の機能や公園整備に係る提案が行われた。



○各務原マーケット日和について

交流人口の拡大を目指して毎年１１月３日（文化の日）に「各務ヶ原マーケット日

和」を開催。公園内の学びの森エリア、パークブリッジエリア、市民公園エリアを活

用し、複数店舗のコラボレーションを含む２００を超える出店者が参加。四万人ほど

の入れ込みをしている。

■所見

 岐阜県各務原市で行われた「学びの森 賑わい拠点創出事業」について視察してき

ました。恵庭市でも現在検討を進めている「Ｐａｒｋ－ＰＦＩ」制度を活用し、主に

女性を中心に若者層にとって魅力的な交流拠点を創出する仕組みづくりや様々な工

夫が見られました。

 とりわけ、文化の日に開催されているイベント「マーケット日和」については、多

くの市内外の方々を集約する一大行事となっており、市内の魅力ある店舗が一堂に会

すだけでなく、多くのコラボレーションを生み出すなど付加価値が伺え、ただ外側を

整備するのではなく、整備した都市公園をどのように活用していくのかが極めて重要

であるということを再認識しました。

 そういった意味では、都市公園の整備に向けたイメージ段階から地域の皆さんや実

際に運営に携わるボランティアの方々などの意見や発想が極めて重要だと考えます。

今回の気づきと学びをぜひ今後の恵庭市の都市公園整備に向けた議論に結び付けた

いと思います。
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視察研修先・愛知県岡崎市

視察研修項目・Ｏｋａ－ｂｉｚについて

報告者・早坂 貴敏

＊議員個々の考察と見解＊

■視察に至る背景

恵庭市では、中小企業振興基本計画を策定し、市内の農産物や観光などの地域資源

を活かして、人・物・お金の流れを生み出すなど、施策を総合的に推進することによ

り、地域経済の発展及び市民生活の向上を目指していますが、事業承継や起業・創業

支援、人材確保など様々な課題があるのが現状です。

■視察の目的

愛知県岡崎市では、現在全国各地で広まりつつある「Ｏｋａ－ｂｉｚ」事業を取り

入れ、市内商工業の発展と活性化に取り組んでいます。これらの先進的な取り組みを

調査・研究することにより、恵庭市の中小企業振興策につなげる事を視察目的としま

す。

■主な内容

○「Ｏｋａ－ｂｉｚ」開設の経緯

 市内中小企業の活性化に向けて補助金交付やセミナー開催など行ってきたが、バブ

ル崩壊やリーマンショックなどを要因とした長期にわたる景気の後退により、活性化

の糸口が見いだせない状況下にあった。また、中小零細企業の活性化促進を目指すた

め平成２４年にアンケート調査を行ったが、その結果、約八割の事業所が売上に関す

る課題を抱えていることが分かった。中小企業に対する支援策の検討を進める中、他

市の成功事例である富山市産業支援センター（ｆ－ｂｉｚ）事業に着目し、視察や意

見交換を重ねると共にｆ－ｂｉｚセンター長の小出宗昭氏の協力を得て平成２５年

に経営相談拠点「岡崎ビジネスサポートセンター Ｏｋａ－ｂｉｚ」を開設した。

○主な概要

 図書館交流プラザ・りぶら２階にて週５日開設。ビジネスコーディネーターとデザ

イン・ＩＴアドバイザー、金融機関派遣スタッフが３～４人体制で相談対応。

 年間相談件数／２,９１４件
 リピート率／８７.３％
 内容別割合／販路開拓、情報発信、新商品・新サービスなど売上アップに関する

相談が全体の７割を占める。



○セミナー開設について

 事業者のチャレンジ意欲を高める「チャレンジセミナー」や売り上げアップを目指

した「実践セミナー」。起業・独立開業を目指す「特別セミナー」など定期的に開催。

■所見

 愛知県岡崎市のＯｋａ－ｂｉｚについて視察してきました。中小企業の支援策とし

て近年全国的にも注目を集める取り組みということで大変興味深い取り組みでした。

 多くの中小企業が抱える悩みの多くが売り上げアップということで、それぞれ強み

や魅力がありながら、価値を活かしきれていない課題解決のため、あらゆるマーケテ

ィングの情報や数ある相談件数同士のコラボレーションなど支援の内容は幅広く、具

体的な売り上げアップにつながっている事は大変意義深いものがあると思います。

 魅力的なコンセプト提案から明確な顧客ターゲットを設定し、場合によってはビジ

ネスマッチングを図りながらより効果的な情報発信という一連の流れは洗練されて

おり、確かな実績から相談件数も右肩上がりに増えているのは評価に値すると考えま

す。北海道内でも最近では釧路市が取り組みを始めたと伺っていますので、ぜひその

効果について今後機会を見て改めて確認するとともに、中小企業支援策の更なる議論

につなげていきたいと思います。
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視察研修先・滋賀県東近江市

視察研修項目・儲かる農業をプロデュースする地域商社

報告者・伊藤雅暢

＊議員個々の考察と見解＊

滋賀県東近江市は、行政、ＪＡ、地元農家が一体となり「儲かる農業」という方針

のもと、地域商社を設立するとともに販路拡大を目指すことで農業振興並びに地域活

性化に取り組んでいる。東近江市の農業は、耕地面積８,４３０ｈａで近畿最大の耕地
面積を誇り、水田率９７％、ほ場整備済み９０％、集落営農型法人１１１法人、農地

集積率７６.２％、多面的機能支払は市域での広域化済、市内に４つのＪＡ（ＪＡグリ
ーン近江、ＪＡ湖東、ＪＡ滋賀蒲生町、ＪＡ東能登川）という環境もあって農業産出

額は１０８.６億円（滋賀県内１位、近畿７位、全国２３９位）を誇る。
耕種農業割合は９０.７億円（８３.５％）、耕種農業での農業産出額順位が滋賀県内
１位、全国１６０位を誇り、畜産農業割合は１７.８億円（１６.４％）

地域商社設立の背景・経緯としては、市内のお店に市外の野菜ばかりが並び、地元

産が少なく、担い手も不足しているなど問題解決に向けて中長期的に検討。

平成２９年に４つのＪＡと協議会を設立し、平成３０年度に「株式会社東近江あぐり

ステーション」を設立した。

何においても安定した所得を確保していく事が第一であり、そこを地域商社が計画

的に買い取りを行うことで安定的な農業基盤を築いている。そして、農家と地域商社

がそれぞれの役割分担を果たすことで農家は生産に集中できる環境が整い、地域に地

元産の野菜が並ぶことで地産地消が生まれ、地域産業の活性化につながっている。

まだ始まったばかりの施策で成果はこれからという事だったが、生産者・ＪＡ・行

政が一体となって地域活性化に取り組む姿勢に好感が持てる。恵庭市においても有機

的な連携づくりにつなげていきたい。



報告書３ 

視察研修先・岐阜県各務原市

視察研修項目・学びの森 賑わい拠点創出事業

報告者・伊藤雅暢

＊議員個々の考察と見解＊

岐阜県各務原市では、都市公園の新たな活用を目指し、Ｐ－ＰＦＩ制度を活用して

公園整備はもとより地域活性化に取り組んでいる。Ｐ－ＰＦＩとは、Ｈ２９の都市公

園法改正に伴い、公園利用者の利便性向上に資する飲食・販売など当該施設の収益を

活用し、周辺公園施設の整備・改修等を一体的に行う「公募設置管理制度」であり、

恵庭市も現在ふるさと公園を中心に検討を進めている。

各務ヶ原市の旧岐阜大学の農場跡地は、周辺に教育施設が立ち並ぶことから「学び

の森」として市民に親しまれる都市公園であり、中心市街地でありながらも、広大な

緑地空間を有することから、賑わい創出が期待できる環境が整っており、学びの森で

は、「マーケット日和」という大規模イベントや、公園内にカフェを市民団体が活用

し、様々な公園の利活用が提案され、賑わい創出に寄与している。

 若者たちや女性が魅力を感じる拠点を作るため、市民が主体となって施設の活用や

大型イベントを創り上げることにより、行政では成しえない発想や行動力によって単

なる都市公園整備ではなく、多くの関わりが増えて付加価値を生みハードだけでなく

ソフトの部分で活性化が見られることは恵庭市にとっても参考になると考える。

ぜひとも恵庭市でこれらの施策を進める過程で、地元の住民や市民ボランティアを

巻き込み、意見の集約や今後の活用展望など継続的に関わる仕組みづくりを検討した

い。



報告書３ 

視察研修先・愛知県岡崎市

視察研修項目・Ｏｋａ－ｂｉｚ

報告者・伊藤雅暢

＊議員個々の考察と見解＊

愛知県岡崎市では、Ｏｋａ－ｂｉｚを取り入れ、中小企業の振興に取り組んでいる。

これまで、市内中小企業の活性化策と言えば、補助金交付やセミナー開催など限定的

であったが、長期的な不景気により、決定的な解決策にはつながっていなかった。

そこで、具体的な中小企業支援策を検討し、現在全国的に進められているが、当時の

先駆けとして富山市産業支援センター（ｆ－ｂｉｚ）事業を参考に、ｆ－ｂｉｚセン

ター長の小出宗昭氏のバックアップを得てＨ２５に「岡崎ビジネスサポートセンター

Ｏｋａ－ｂｉｚ」を開設することとなった。

Ｏｋａ－ｂｉｚは、「図書館交流プラザ・りぶら」で週５日開設。ビジネスコーデ

ィネーターや金融機関派遣スタッフ等、３・４人体制で相談対応をしている。年間相

談件数は、２,９１４件、リピート率８７.３％、主に販路開拓や情報発信、新商品・
新サービスなど売上向上に関する相談が全体の７割を占める結果となっている。

 恵庭市においても中小企業が抱える悩みのほとんどは売り上げに関する事ではな

いかと考えるが、あらゆる経営ノウハウやマーケティング情報を駆使して地元企業の

活性化につなげる取り組みは極めて興味深いものとなった。

 実際に相談件数も右肩上がりに増加している事を見ると、地元の評判も上がってき

ていることが伺えるが、比較的大規模な土壌がないと具体的な繁栄は難しいという課

題もあり、広域的な取り組みが出来ないか今後の展開も注視していきたい。地域経済

の発展なくしてまちづくりは成しえないという考えのもと、今後も市内の中小企業の

活性化に取り組んでいきたい。








